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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第52期

第１四半期連結
累計期間

第53期
第１四半期連結
累計期間

第52期

会計期間
自平成22年９月１日
至平成22年11月30日

自平成23年９月１日
至平成23年11月30日

自平成22年９月１日
至平成23年８月31日

売上高（千円） 2,266,834 2,353,510 9,460,015

経常利益（千円） 820,088 934,462 3,532,501

四半期（当期）純利益（千円） 518,055 574,544 2,021,116

四半期包括利益又は包括利益

（千円）
351,057 401,460 1,765,672

純資産額（千円） 17,011,984 17,888,574 18,081,443

総資産額（千円） 18,717,179 19,677,437 19,916,057

１株当たり四半期（当期）純利益

金額（円）
45.17 50.04 175.81

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
45.09 － 175.73

自己資本比率（％） 90.9 90.9 90.8

　（注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。

　　　　２．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載

しておりません。

        ３．第53期第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、希薄化効果を有

している潜在株式が存在しないため注記しておりません。

　　　　４．第52期第１四半期連結累計期間の四半期包括利益の算定にあたり、「包括利益の表示に関する会計基準」（企業

会計基準第25号　平成22年６月30日）を適用し、遡及処理しております。 

　

２【事業の内容】

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社の異動はありません。 
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第１四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載し

た事業等のリスクについての重要な変更はありません。 

　

２【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判

断したものであります。

 

(1)業績

　当第１四半期連結累計期間における医療機器業界は、新興国では経済発展に伴い医療インフラの整備が進み、先進

国では患者のQOL（生活の質）の向上というコンセプトが定着し先進医療技術が進んでいるため、全体としては引き

続き市場の拡大を見込んでいます。一方、円高、ドル・ユーロ安などの影響や、世界各国の医療費抑制政策強化やグ

ローバルレベルでの競争激化、病院の安全対策強化による高コスト化、コスト削減を求めたグループ購入化などの市

場環境の影響を受け、依然として厳しい状況で推移しております。

  このような環境下、当社グループにおきましては、従来顧客への拡販と新規顧客開拓に努めた結果、サージカル関

連製品の売上は減少したものの、アイレス針関連製品及びデンタル関連製品の売上がその減少を補い、売上高は前年

同期比3.8％増の2,353百万円となりました。

  一方、生産面について、海外工場におきましては、ベトナムの生産拠点MANI HANOI CO.,LTD.（当社100％出資）は、

日本からの生産工程移管による生産規模の拡大、並びに品質向上と原価低減を実現するため、フーエン第７期工場の

建設準備を進めてまいりました。またミャンマーの生産拠点MANI YANGON LTD.（MANI HANOI CO.,LTD.100％出資）

につきましては、引き続き生産性向上に努めており、ベトナム生産拠点への一極集中リスク回避のため増築・生産能

力増強を計画しております。さらに、ラオスの生産拠点MANI VIENTIANE CO.,LTD.（MANI HANOI CO.,

LTD.100％出資）につきましては、品質の安定化に努めてまいりました。国内工場におきましては、新製品の量産準備

と並行して、国内から海外拠点への生産工程移管の推進に力を入れてまいりました。

  開発面では、引き続き、生産技術開発・既存製品改良研究を行うとともに新製品開発に力を入れてまいりました。

また、当第１四半期連結累計期間中に新製品として、根管ポスト除去用の「サージカルバー」（デンタル関連製品）

を発売いたしました。

　これらの結果、当第１四半期連結累計期間の売上高は2,353百万円（前年同期比3.8％増）、営業利益は922百万円

（同14.0％増）、経常利益は934百万円（同13.9％増）、四半期純利益は574百万円（同10.9％増）となりました。

　

　セグメント別の業績概況は、次のとおりであります。なお、セグメントの売上高につきましては、外部顧客への売上高

を記載しております。

　

（サージカル関連製品）

  眼科ナイフの売上は堅調に推移したものの、長引く円高、競争の激化及び前連結会計年度より実施している眼科

PGA針付縫合糸の回収等の影響により、売上高は715百万円（前年同期比7.3％減）となりました。また、売上高の減少

により、セグメント利益（営業利益）は253百万円（同8.6％減）となりました。

　

（アイレス針関連製品）

  円高及び大口顧客の在庫調整等により依然厳しい状況は続いているものの、心臓血管手術用針が堅調に推移し、売

上高は848百万円（前年同期比2.7％増）となりました。一方、MANI HANOI CO.,LTD.への生産工程移管を推進し、効率

化に努めた結果、原価率が大幅に改善し、セグメント利益（営業利益）は412百万円（同16.4％増）となりました。

　

（デンタル関連製品）

  円高の影響は続いているものの、新興国市場で広がるニセブランド品への対策の一定の効果が現れ始めたことか

ら、消耗品のリーマ・ファイル等の輸出が回復し、売上高は789百万円（前年同期比18.1％増）となりました。また、

海外工場への生産工程移管及び利益率の高い消耗品売上の増加により、セグメント利益（営業利益）は256百万円

（同44.4％増）となりました。

　

(2)事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。
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　なお、当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その内容等（会社

法施行規則 第118条第３号に掲げる事項）は次のとおりであります。

　

①基本方針の内容

　当社は医療機器メーカーとしての相応の事業規模を有するにいたっており、その事業範囲も、手術用医療機器関連

製品の提供、糸メーカーへの手術用縫合針の供給、歯科医療機器関連製品の提供と比較的広い範囲に及び、また、海外

での生産を拡大し、輸出比率（売上全体に占める海外売上の割合）も高くなる等、グローバルな業務の展開を行って

おります。製品の高い品質を通じたエンドユーザーである医師との長期的かつ永続的な信頼関係の維持こそがこう

したオペレーションを支える原点であるだけに、必然的に長期的、グローバルな視野に立った経営が不可欠となりま

す。 

　したがって、当社株式買付の提案を受けた場合に、その買付が近視眼的な視野に立っていないか等、当社の企業価値

・株主共同の利益に及ぼす影響を適切に判断するためには、買付者の提案する事業計画の実現可能性・適法性、当社

の有形無形の経営資源、ステークホルダーに与える影響とそれが企業価値に及ぼす影響、将来を見据えた施策の潜在

的効果、各事業分野の有機的結合により実現され得るシナジー効果、当社の実情等につき十分に把握する必要がある

と考えております。

　勿論、当社は、当社支配権の移転を伴う買収提案についての判断は、最終的には当社の株主の皆様の意思に基づいて

行われるべきものと考えており、株式の大規模買付であっても、当社の企業価値・株主共同の利益に資するものであ

れば、これを否定するものではありません。

　当社取締役会は、上記に鑑みて、当社の企業価値・株主共同の利益の確保、向上に資さない当社株式の大量取得行為

や買付提案を行う者は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者として適当でないと考えております。

　また、当社の株主構成は現経営陣による安定的な状況となっているものの、当社役員等の発行済株式に占める保有

割合は低下しております。中長期的な事業領域の拡大に結びつく新規事業への投資等に伴う資金調達の手段として、

又は自己資本の充実のため資本市場における資金調達もひとつの選択肢として考えられ、これらを実施する場合に

は当社役員等の持株比率がさらに低下する可能性もあります。その他、今後他社と業務資本提携を行う等の事由で株

主構成が変化する可能性も否定はできませんし、役員の異動等によって持株比率が低下する可能性もあり、また、大

株主である役員等が各々の事情に基づき株式の譲渡その他の処分をすることによって、現在の安定的な株主構成を

維持できない事態も起こり得るものと考えております。

　こうした事情に鑑み、当社取締役会は、当社株式に対する不適切な買付により企業価値・株主共同の利益が毀損さ

れることを防止するためには、対応策として買収防衛策の導入が必要であると判断いたしました。

　

②不適切な支配の防止のための取組み

　当社は、上述の基本的考え方につき株主の皆様のご承認をいただき、平成19年11月21日開催の定時株主総会におい

て導入した当社株式の大規模買付行為への対応方針を、若干の修正を加えたうえで継続いたしております。

　本対応策は、当社株式の大規模買付行為が行われる場合の手続を明確にし、株主の皆様が適切な判断をするために

必要かつ十分な情報と時間を確保するとともに、買付者との交渉の機会を確保することにより、基本方針に照らして

不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止し、当社の企業価値・株主共同の利

益を確保し、向上させることを目的としております。

　具体的には、当社の発行済株式総数の20％以上となる株式の買付又は公開買付を実施しようとする買付者には、必

要な情報を事前に当社取締役会に提出していただきます。一方、当社取締役会は独立性の高い３名以上の社外取締役

のみで構成する特別委員会を設置し、特別委員会は外部専門家等の助言を独自に得たうえ、買付内容の検討、株主の

皆様への情報開示と代表執行役の提示した代替案の開示、買付者との交渉等を行います。買付者が本対応策の手続を

順守しない場合や、当社の企業価値・株主共同の利益を侵害する買付であると特別委員会が判断した場合は、対抗措

置の発動（買付者等による権利行使は認められないとの行使条件を付した新株予約権の無償割当ての実施）を取締

役会に勧告し、その勧告を受けた取締役会は、対抗措置発動についての承認を議案とする株主総会を開催し株主の皆

様の意思を確認することにより、当社の企業価値・株主共同の利益を確保します。

　なお、本対応策の詳細は、インターネット上の当社ウェブサイト（アドレスhttp://www.mani.co.jp/）の平成22年

10月22日付発表分に掲載しております。

　

③不適切な支配の防止のための取組みについての取締役会の判断

 当社取締役会は、以下の理由から、本対応策が基本方針に沿い、当社の企業価値・株主共同の利益を損なうものでは

なく、かつ、当社経営陣の地位の維持を目的とするものではないと判断しております。 

イ．株主意思の反映

　本対応策は、その基本的考え方については、平成22年11月開催の定時株主総会における株主の皆様のご承認の下に

導入しております。また大規模買付行為を受け入れるか否かは最終的には当社株主の皆様の判断に委ねられるべき

という方針で貫かれており、特別委員会により対抗措置を発動すべきとの勧告が取締役会に出された場合にも、同様

にその勧告により株主総会が招集され、株主の皆様の決議によりはじめて発動が可能となります。
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ロ．独立性の高い社外者の判断と情報開示

　当社は委員会設置会社であり、当社の執行役を監督する立場にある３名以上の独立性の高い社外取締役のみからな

る特別委員会を構成することにより、当社経営陣の恣意的判断を排し、その客観性、合理性を担保すると同時に、特別

委員会は当社の実情を把握し当社の企業価値を構成する要素を十分に把握したうえで、買付が当社の企業価値・株

主共同の利益に及ぼす影響を適切に判断できると考えております。

　さらに、特別委員会の判断の透明性を高めるため、大規模買付者から提出された大規模買付意向表明書の概要、大規

模買付者の買付内容に対する当社代表執行役の意見、代替案の概要、その他特別委員会が適切と判断する事項につい

て、原則として株主の皆様に対しすみやかに情報開示を行います。

ハ．本対応策発動のための合理的な客観的要件の設定

　本対応策は、あらかじめ定められた合理的な客観的要件が充足されなければ発動の勧告がなされないように設定さ

れており、これらの客観的要件は基本方針における当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者として適当でな

いとされる場合と一致させております。これにより、当社経営陣による恣意的な発動を防止します。

ニ．第三者専門家の意見の取得

　特別委員会は、当社の費用で、独立した第三者（ファイナンシャル・アドバイザー、公認会計士、弁護士、コンサルタ

ントその他の専門家を含みます。）の助言を得ることができます。これにより、特別委員会による判断の公正さ、客観

性がより強く担保されます。

　

(3)研究開発活動

　当第１四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、188百万円であります。

　なお、当第１四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 39,600,000

計 39,600,000

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成23年11月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成24年１月13日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 11,879,000 11,879,000
東京証券取引所

市場第二部　

単元株式数

100株　

計 11,879,000 11,879,000 － －

（注）「提出日現在発行数」欄には、平成24年１月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権（ストック・オ

プション）の権利行使により発行されたものは含まれておりません。

　　　　

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。　

　

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

 平成23年９月１日～

 平成23年11月30日
－ 11,879,000 － 988,731 － 1,036,311

　

（６）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

当第1四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載する

ことができないことから、直前の基準日(平成23年８月31日)に基づく株主名簿による記載をしております。

①【発行済株式】

 平成23年11月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － 　　　　　　　　　－ 　　　　　－

議決権制限株式（自己株式等） － 　　　　　　　　　－ 　　　　　－

議決権制限株式（その他） － － 　　　　　－

完全議決権株式（自己株式等）
　　　普通株式

373,700
　　　　　　　　　－ 　　　　　－

完全議決権株式（その他）
　　　普通株式

 11,501,200
115,012　　　　　－

単元未満株式
　　　普通株式

 4,100
　　　　　　　　　－ 　　　　　－

発行済株式総数 11,879,000　　　　　　　　　－ －

総株主の議決権 　　　　　　　　　－ 115,012 －

 

②【自己株式等】

 平成23年11月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

マニー株式会社
栃木県宇都宮市清原工業

団地８番３　
373,700 － 373,700 3.15

計 － 373,700 － 373,700 3.15

　（注）当第１四半期会計期間末日現在における自己株式数は、466,000株です。

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号）に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法 第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成23年９月１日から平成

23年11月30日）及び第１四半期連結累計期間（平成23年９月１日から平成23年11月30日まで）に係る四半期連結財

務諸表について新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。

　なお、当社の監査法人は次のとおり交代しております。

　第52期連結会計年度　　　　　　　　　　　　　　　　　　　有限責任監査法人トーマツ

　第53期第１四半期連結会計期間及び第１四半期連結累計期間　新日本有限責任監査法人　

EDINET提出書類

マニー株式会社(E02340)

四半期報告書

 8/17



１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

前連結会計年度
(平成23年８月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成23年11月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 5,011,595 5,104,748

受取手形及び売掛金 1,645,343 1,554,506

有価証券 1,694,990 1,686,815

製品 679,030 775,308

仕掛品 1,224,831 1,286,058

原材料及び貯蔵品 871,175 878,182

繰延税金資産 214,769 159,229

その他 234,384 111,786

貸倒引当金 △2,623 △2,332

流動資産合計 11,573,499 11,554,303

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 2,510,025 2,437,317

機械装置及び運搬具（純額） 1,558,061 1,490,184

土地 1,146,656 1,146,656

その他（純額） 483,485 548,623

有形固定資産合計 5,698,228 5,622,782

無形固定資産

ソフトウエア 17,716 19,910

その他 24,507 23,407

無形固定資産合計 42,223 43,318

投資その他の資産

投資有価証券 2,106,968 1,944,603

繰延税金資産 178,383 193,935

保険積立金 316,150 317,912

その他 602 582

投資その他の資産合計 2,602,105 2,457,033

固定資産合計 8,342,557 8,123,134

資産合計 19,916,057 19,677,437
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（単位：千円）

前連結会計年度
(平成23年８月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成23年11月30日)

負債の部

流動負債

買掛金 85,272 102,140

未払金 413,547 427,990

未払法人税等 506,934 297,312

賞与引当金 245,271 140,248

災害損失引当金 83,050 80,550

その他 88,908 351,254

流動負債合計 1,422,983 1,399,495

固定負債

退職給付引当金 150,450 137,297

役員退職慰労引当金 242,780 233,670

その他 18,400 18,400

固定負債合計 411,630 389,367

負債合計 1,834,613 1,788,863

純資産の部

株主資本

資本金 988,731 988,731

資本剰余金 1,036,311 1,036,311

利益剰余金 17,831,854 18,061,242

自己株式 △1,159,422 △1,408,596

株主資本合計 18,697,475 18,677,689

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 △4,332 △45,736

為替換算調整勘定 △611,699 △743,378

その他の包括利益累計額合計 △616,031 △789,114

純資産合計 18,081,443 17,888,574

負債純資産合計 19,916,057 19,677,437
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成22年９月１日
　至　平成22年11月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成23年９月１日
　至　平成23年11月30日)

売上高 2,266,834 2,353,510

売上原価 900,145 807,083

売上総利益 1,366,689 1,546,426

販売費及び一般管理費 556,939 623,715

営業利益 809,750 922,711

営業外収益

受取利息 8,198 7,776

受取配当金 3,610 4,005

為替差益 － 745

その他 4,354 3,780

営業外収益合計 16,163 16,308

営業外費用

支払利息 36 36

投資事業組合運用損 1,218 2,228

為替差損 4,569 －

自己株式取得費用 － 1,554

その他 － 738

営業外費用合計 5,824 4,557

経常利益 820,088 934,462

特別利益

貸倒引当金戻入額 353 －

投資有価証券売却益 3,870 －

保険解約返戻金 － 1,000

特別利益合計 4,223 1,000

特別損失

固定資産除却損 6 70

特別損失合計 6 70

税金等調整前四半期純利益 824,305 935,391

法人税、住民税及び事業税 212,913 292,745

法人税等調整額 93,337 68,102

法人税等合計 306,250 360,847

少数株主損益調整前四半期純利益 518,055 574,544

四半期純利益 518,055 574,544
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【四半期連結包括利益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成22年９月１日
　至　平成22年11月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成23年９月１日
　至　平成23年11月30日)

少数株主損益調整前四半期純利益 518,055 574,544

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △33,716 △41,404

為替換算調整勘定 △133,281 △131,679

その他の包括利益合計 △166,997 △173,083

四半期包括利益 351,057 401,460

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 351,057 401,460
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【追加情報】

当第１四半期連結累計期間
（自　平成23年９月１日
至　平成23年11月30日）

（会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用）

　当第１四半期連結会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正により、「会計上の変更及び誤謬

の訂正に関する会計基準」（企業会計基準第24号　平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会

計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号　平成21年12月４日）を適用しております。

　

【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

  　    該当事項はありません。

　

（四半期連結損益計算書関係）

　　　　該当事項はありません。　

　

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期連結累

計期間に係る減価償却費(のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む）及びのれんの償却額は、次のとおりでありま

す。　

前第１四半期連結累計期間
（自　平成22年９月１日
至　平成22年11月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成23年９月１日
至　平成23年11月30日）

　減価償却費 161,524千円

　のれんの償却額 1,840　千円
　

　減価償却費 154,025千円

　     　
　

　

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　平成22年９月１日　至　平成22年11月30日）

配当金支払額　

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年10月８日

取締役会
普通株式 343,716 30平成22年８月31日平成22年11月８日利益剰余金

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　平成23年９月１日　至　平成23年11月30日）

配当金支払額　

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年10月11日

取締役会
普通株式 345,156 30平成23年８月31日平成23年11月８日利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　平成22年９月１日　至　平成22年11月30日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：千円）　　

　 報告セグメント

合計
調整額

　

四半期連結

損益計算書

計上額

（注）

サージカル

関連製品

アイレス針

関連製品

デンタル

関連製品

売上高 　 　 　 　 　 　

　外部顧客への売上高 772,209825,591669,0332,266,834 ― 2,266,834

　セグメント間の内部

　売上高又は振替高
617　 40,354 ―　　 40,971△40,971 ―

　　　計 772,827865,946669,0332,307,806△40,9712,266,834

　セグメント利益 277,746354,370177,633809,750 ― 809,750

（注）セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

　

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　平成23年９月１日　至　平成23年11月30日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：千円）　　

　 報告セグメント

合計
調整額

　

四半期連結

損益計算書

計上額

（注）

サージカル

関連製品

アイレス針

関連製品

デンタル

関連製品

売上高 　 　 　 　 　 　

　外部顧客への売上高 715,496848,039789,9742,353,510 ― 2,353,510

　セグメント間の内部

　売上高又は振替高
    547 28,474 ― 29,022△29,022 ―

　　　計 716,044876,514789,9742,382,533△29,0222,353,510

　セグメント利益 253,915412,337256,458922,711 ― 922,711

（注）セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎

は、以下のとおりであります。

　
前第１四半期連結累計期間
（自　平成22年９月１日
至　平成22年11月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成23年９月１日
至　平成23年11月30日）

(1）１株当たり四半期純利益金額 45.17円 50.04円

（算定上の基礎） 　  

四半期純利益金額（千円） 518,055 574,544

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額（千円） 518,055 574,544

普通株式の期中平均株式数（千株） 11,468 11,481

(2）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 45.09円 －

（算定上の基礎）  　

四半期純利益調整額（千円） － －

普通株式増加数（千株） 22 －

　（うち新株予約権（千株）） (22) 　　　(－)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要

―――――――

　

　

　

―――――――

　

　

　

　（注）当第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、希薄化効果を有している

潜在株式が存在しないため記載しておりません。　　

　

２【その他】

　(剰余金の配当）

　当社は、平成23年10月11日開催の取締役会において、剰余金の配当を行うことを次のとおり決議いたしました。

　①配当金の総額　　　　　　 　345,156千円

　②１株当たり配当金額　　 　　　　 　30円

　③基準日　　　　　　　　平成23年８月31日

　④効力発生日　　　　　　平成23年11月８日
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成24年１月12日

マニー株式会社

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 上林　三子雄　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 神山　宗武　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているマニー株式会社の平

成23年９月１日から平成24年８月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成23年９月１日から平成23年11

月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成23年９月１日から平成23年11月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、

すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを

行った。

　

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財務

諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を作成

し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結

論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四

半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分

析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる

監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、マニー株式会社及び連結子会社の平成23年11月30日現在の財政状態及び

同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点

において認められなかった。

　

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

　　　　２．四半期連結財務諸表の範囲には、ＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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